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 はじめに  

 

  後期高齢者医療制度は，高齢者の医療費について，高齢者世代と現役世代の負担

を明確にするとともに財政基盤の安定を図り，公平でわかりやすい制度とする観点

から，７５歳以上の高齢者と６５歳以上７５歳未満で一定の障害のある方を対象と

する独立した医療保険制度として創設されました。 

  この後期高齢者医療制度では，都道府県ごとに設置され，全市町村が加入する広

域連合が運営主体とされ，運営に当たっては，市町村との事務分担を明確にすると

ともに連携の強化を図り，制度を円滑に進めていくための指針として，地方自治法

の規定に基づき，各広域連合において「広域計画」を策定することとされておりま

す。 

  このため，広島県においては，後期高齢者医療制度施行前の平成１９年２月に広

島県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）を設立し,同年４月には，

平成２１年度までの３年間を期間とする第１次広島県後期高齢者医療広域連合広域

計画を策定したところです。 

 本制度は，平成２０年度からスタートしましたが，制度開始時には，制度内容の

周知不足などにより数多くの問い合せや意見が寄せられたため，国，県，広域連合

及び広島県内全市町（以下｢市町｣という。）が一体となって広報に取組んできたとこ

ろです。また，保険料軽減などの特別対策を的確に実施することにより，後期高齢

者医療制度の安定的運営と定着に努めてまいりました。 

しかしながら，現在，国においては後期高齢者医療制度を廃止し，新たな医療制

度を創設することとされております。 

広域連合としましては，第１次広域計画期間の満了を受けて，平成２２年度から

新制度創設までの間を期間とする第２次広域計画を策定しました。この計画を着実

に実施することにより，国民皆保険制度の一環としての後期高齢者医療制度を適正

かつ安定的に運用してまいります。 

 

 

 

  

 

※ 広域連合とは，既存の市町村の区域はそのままで，広域にわたり処理することが適当

であると認められる事務に関し，総合的かつ計画的に広域行政事務を推進するととも

に，国または都道府県から事務権限の移譲を受けることができるなど，主体的な運営が

できる特別地方公共団体です。 



 

 2 

 

Ⅰ 第２次広域計画の趣旨 

 

広島県後期高齢者医療広域連合第２次広域計画（以下「第２次広域計画」とい

う。）は，地方自治法第２９１条の７及び広島県後期高齢者医療広域連合規約第５

条に基づき策定する計画です。 

  第２次広域計画は，第１次計画期間の状況と課題を踏まえ，後期高齢者医療制

度の運営に当たって，広域連合と市町が相互に役割を担い，連絡調整を図りなが

ら処理する事項などについての基本的な指針を定めるものです。 

 

 

Ⅱ 制度開始後の状況と課題 

 

１ 状況 

後期高齢者医療制度は，平成２０年４月にスタートしましたが，当初，制度

内容の周知不足などにより数多くの問い合せや意見が寄せられました。 

そのため，国，県，広域連合及び市町は相互に連携し，制度の説明会の実施

や広報の充実などを図ることにより，制度の理解が得られるように努めてきた

ところです。 

また，国においては被保険者を始めとする国民の理解を得るため，保険料負

担の軽減など，順次制度の見直しが行われてきました。 

広域連合においても，国の動向を踏まえ制度の定着に努めてきたところです。 
 
 

○制度開始後の主な改正点 

平成２０年度 

制度改正 

（恒久措置） 

○一定の条件のもと，普通徴収（口座振替）の対象者を拡大 

○７５歳到達月の自己負担限度額1/2の特例適用 

平成２０年度 

特別対策 

○均等割額７割軽減対象者を一律８.５割軽減に拡大 

○所得割額５割軽減導入 

平成２１年度 

制度改正 

（恒久措置） 

○均等割額の９割軽減導入 

○所得割額５割軽減導入 

○普通徴収（口座振替）の対象者を拡大（条件の撤廃） 

平成２１年度 

特別対策 

○均等割額７割軽減対象者を一律８.５割軽減に拡大 

○被用者保険の被扶養者であった者に対する均等割軽減措置の延長 
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○平成２０年度の実績(被保険者数，主な保険給付費，収納率) 

被保険者数 

（平成２１年３月末現在） 
３２９,３１６人 

主な保険給付費 

（平成２０年度決算額） 

・療養給付費 ２５５,０４０,８０７,０１８円 

・訪問看護療養費 ６５２,４２０,２００円 

・療養費 １,３９５,３１１,１６２円 

・高額療養費 ８,１０９,３６３,４１７円 

・葬祭費 ４８０,４５０,０００円 

収納率 

（普通徴収+特別徴収） 
９９.１７％ 

 

 

 

２ 課題 

現在，国においては後期高齢者医療制度を廃止し，新たな医療制度を創設す

ることとされております。広域連合としては，引き続き県の協力を得ながら保

険者機能を発揮し，安定した医療の給付及び市町との連携の強化に取り組む必

要があります。 

また，高齢者の健康づくりの推進，医療費の適正化，保険料収入の確保など

による保険財政の健全化・安定化に努める必要があります。 

さらに，新たな医療制度の創設に当たっては，被保険者を始め，医療機関及

び市町が混乱しないように新たな医療制度への移行を円滑に進める必要があり

ます。 

 

 

Ⅲ 基本方針 

 

  広域連合と市町が相互に役割を担い，広域化のメリットを最大限に活かして，

財政の安定化を進め，後期高齢者医療制度の健全な運営を図ります。また，後期

高齢者医療制度が廃止され，新たな医療制度が創設されるに当たっては，新制度

への円滑な移行を図ります。 
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Ⅳ 基本計画 

 

  後期高齢者医療制度は，広域連合と市町が連携，協力して運営に当たります。 

各々の事務分担と，基本方針の達成に向けた施策の方向性は，次のとおりです。 

 

１ 広域連合と市町の事務分担 

 

（１） 被保険者の資格管理に関する事務 

〔広域連合〕 

   被保険者台帳により被保険者資格情報を管理し，被保険者資格の認定（取

得及び喪失の確認），被保険者証の交付，６５歳以上７５歳未満で一定の障害

がある方に対する被保険者認定などを行います。 

〔市町〕 

   被保険者からの資格の取得，喪失，異動の届出などの受付事務，被保険者

証の引渡しや返還の受付などを行います。 

 

（２） 医療給付に関する事務 

〔広域連合〕 

   入院や外来など現物給付される診療費の審査及び支払い，療養費や高額療

養費などの償還払いの審査及び支払い，葬祭費の支給などを行います。 

  〔市町〕 

   医療給付に関する申請及び届出の受付や相談業務などを行います。 

 

（３） 保険料の賦課及び徴収に関する事務 

〔広域連合〕 

   市町が持つ所得・課税情報を賦課根拠として，保険料率の決定，保険料の

賦課（軽減措置判定及び減免決定も含む。）を行うとともに，収納率向上のた

め収納対策実施計画を策定します。 

〔市町〕 

 保険料の徴収事務（収納対策を含む。）を行います。 

   保険料の徴収猶予及び保険料減免の申請の受付を行います。 

 

（４） 保健事業に関する事務 

〔広域連合〕 

   後期高齢者の健康づくりや，医療費適正化の観点から，市町と連携して保

健事業の推進に努めます。 
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〔市町〕 

   広域連合と連携をとりながら，健診事業などの業務を実施します。また，

地域の特性に応じた保健事業の推進を図ります。 

 

（５） その他後期高齢者医療制度の施行に関する事務 

   後期高齢者医療制度に対する住民の理解を得て，制度の円滑な運営を行っ

ていくため，広域連合と市町が連携して広報活動を行うとともに，住民から

の相談に対応します。 

 

  ２ 施策の方向性 

 

（１） 事務処理の適正化 

広域連合と市町で協力・連携，連絡調整を密にすることにより，被保険者

への窓口サービスの向上及び効率的な事務処理を図ります。 

また，迅速な事務処理に資するため，研修会の開催など職員の資質，技術・

技能の向上に努めます。 

 

（２） 医療費の適正化 

  県の医療費適正化計画と整合し，レセプト電子化によるレセプト点検の効

率的実施及び疾病分類をはじめとした受診情報分析の強化による保健事業へ

の活用，後発医薬品の使用促進などにより医療費の適正化に取り組みます。 

また，医療費に対する認識を深め，重複・頻回受診の防止と適正受診の推

進を図るため医療費通知を行います。 

 

（３） 健全な財政運営 

      毎年度，保険給付費などを中心とした歳出を的確に見込み，それに合わせ

た歳入の計画を立て，健全な財政運営を実施していきます。 

また，市町と連携して，収納対策実施計画に基づき，滞納者の実態に即し

たきめ細かな納付相談，短期被保険者証などの適正な交付など，保険料の収

納率の向上を図ります。 

 

（４） 健康づくりの推進 

     広域連合と市町が連携して広報活動に取り組むことで，高齢者の健康づく

りに対する意識の高揚を図ります。 

    また，糖尿病などの生活習慣病を早期に発見して重症化を防ぐため，健康

診査を実施します。 
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（５） 広報活動の充実 

広域連合と市町が連携して，制度を説明したリーフレットやチラシの作成

及び配布，関係機関へのポスターの掲示，ホームページでの情報提供，制度

概要ビデオ・ＤＶＤの貸出などにより，的確でわかりやすい広報活動を実施

して後期高齢者医療制度への理解を得るように努めます。 

 

（６） 新制度創設に向けた対応 

   今後の制度のあり方について国の動向を注視し，情報の収集に努めるとと

もに，制度運営の課題などについて市町の意見を集約し，国などに対し制度

の実施主体として広域連合の意見の表明を行います。 

 

 

Ⅴ 第２次広域計画の期間及び改定 

 

  この計画の期間は，平成２２年度から新制度創設までの間とします。 

  ただし，広域連合長が必要と認めたときは，随時改定を行うこととします。
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